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 隣接科学の著しい技術革新は,医学領域にむいても大きな変革を要請している。ことに医学の
 向上進歩を国母の福祉に直結せしめるために・医療保険制度の抜本的改正が急務であることは・
 一致した世論となっている。
 わが国の医療保険御陵は,防貧対策としての社会政策的意義と,生産性確保と労働力保全のた
 めの企業政策めうちの被用者保険という意味の職域性だけが常に優先し,医療それ自体は保険制
 度の属性として取り扱われてきた。したがって,被用者でない被保険者(正確には5人未満の事
 業所の被用者が含まれる)はすべて・事業主という概念のない地域に食み出したというだけで.「
 地域」'を設定しているのが現状である。
 著者は,(イ)被用者であるものとそうでないものとの対比にかいて,つまり現行の被用者保
 険と地域保険(国民健康保険)どの対比にかいて.「地域」として国全体をながめ,(ロ)ケース
 スタディーとして宮城県にかける特定地域の実態分析を地域科学的な立場から試み・次のように
 結論した。
 ql・被用者保険の被保険者数は,年々漸増を辿るに反し,国民健康保険のそれは昭和58年を
 境として漸減し,昭和50年では歯民の5分の2を受け持っていた制度から5分の1を対象とす
 る制度になるものと推計されるo
 12,国民健康保険の被保険者数を年令階級別総人口と他法のそれと,、昭和41年度について比
急
 戦すれば,20～54オまでの階層で国民健康保険は5分の2(4ろ,9%),その他では2分
 の1(54.1%')を占めて為り・,国民健康保険の被保険者のうちに占める老令者の比重は極めて
 強い。
 (3}制度相互間の出納として,定年退職者の医療保険加入状況をみると,組合健保の被保険者
 として残るものは598%,国民健康保険への流入は2&5%で,政管健保への21,1%を凌ぎ,
 国民健康保険にのみ「地域」という枠の設定を強要する限り,人口の老令化はそのま、国民健康
 保険が負わねばならぬ宿命と考えられる。
 (4}制度加入の適用者による地域の立地条件が,国民健康保険の被保険者の増減異動に与える
 影響も極めて大きく,職域性の中に中城性が埋没した形で被用者保険は国民健康保険という.地域
 保険を繁雑にし,その経済基盤を不安定にしている。
 (5)宮城県に論いても,各地域の年令構造の全国趨勢と同様に,市部では「つぼ型」を示して
 いるに対し,郡部は「ヒヨータン」型を示している。
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 {61昭和60年度における地域別人口構造を男子についてみると,20～49オと50オ以上
 では,大都市一地方都市一農村一山村へξ前者は激減,後者は激増するものと推計されており,
 産業別地域対比にかいても,組合健保と政管健保との被保険者地区別構成比にかいても産業別就
 業構造による地域格差は極めて千差万別であり,特に東北の経済遅滞性は著しい。.
 (7)保険料(税)軽減世帯数の割合が4p%を超える宮城県にかける市町村の受診率と一人当
 砂費用額は,その過半が県下の平均数値を下廻っている。
 (8)宮城県に誇ける一般世帯と被保:護世帯の年令別構成比並びに市部郡部別世帯人員別割合を
 みると,被保護世帯は男女とも45.～59オまでの階層は非常に少なく,40オ以上では何れも
 その割合が高い。また市部では単身世帯が,郡部では構成人員の多い世帯が比較的に多い。この
 ことは,国民健康保険の被保険者のうちに高爽を占める老令者に対する福祉対策が,医療を含め
 て重要であることを示唆する'ものである。
 (9)国民健康保険の被保険者数は略々同一で'ありながらその加入率が著しく異存り晃しかも略
 々 同」地域維置する宮城県下の診の町村(鶯沢田fと花鮒)について峰綿生産所得の推
 移,産業別就業人口,一人当砂課税所得金額の上昇率,保険料(税〉軽減対象世帯数の割合;生
 活保護率の実態を分析すると,一つの地域において現行の如き被用者保険と国民健康保険という
 二つの制度を並列して澄くことの矛盾と不合理を指摘することが出来る。
'
 ⑬健康指標としての訂正PMエが,.若年勤労者φ集中地区にかいて却て低値を示しているこ
 とは,いわゆる被用者保険といり社会保険という社会保険の「社会性」不在を物語ると同時に,
 被用者保険に沿いてのみ家族法的義携主義の世帯概念のもとに被扶養者を設定している法構造と
 ともにガ社会保険の私保険化と・して問題が提起されるであろう。
 ㈹わが国の現代社会が,農業社会から工業社会への変貌過程のうちに成熟段階に到達しつつ
 あるという地域分析の事実によって,・国民を均しく包括する制度統合が急務である。
'
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 審査結果の要旨
 著者は,(イ)被用者保険と地域保険(国民健康保健)との対比において「地域」として国全
 体をながめ,(ロ)ケーススタディーとして宮城県にむける特定地域の実態分析を地域科学的な
 立場から試み・次のように結論している・
 (1)被用者保険の被保険者数は,年々漸増を辿るに反し,国民健康保険のそれは昭和58年を境
 として漸減し,昭和50年では国民の5分勿2を受け持っていた制度から5分¢11を対象とす
 る制度になるものと推計される。
 (21国民健康保険の被保険者数を年令階級別総人口と他法のそれと,昭和41年度について比較
 すれぱ,20～54才までの階層で国民健康保険直5分の2,(4ゑ9%),その他では2分の
 1(5.4.1%)を占めて'かり,国民健康保険の被保険者のうちに占める老令者の比重は極めて
 強り。
 (31'制度相互間の出約として,定年退職者の医療保険加入状況をみると,組合健保の被保険者と
 して残るもQは598%,国民健康保険への流入は25.5%で,政管健保への2t1%を凌ぎ,
 国民健康保険にのみ「地域」という枠の設定を強要する限り,人口の老令化はそのまま国民健
 康保険が負わねばならぬ宿命と考えられる。
 (4)宮城県にむける一般世帯と被保護世帯の年令別構成比並びに市部郡部別世帯人員別割合をみ
 ると,被保護世帯は男女とも15～59才までの階層は非庸に少なく,40才以上では何れも'
 その割合が高い。また市部では単身世帯が,郡部では構成人員の多い世帯が比較的に多馬こ
 のこと僻,国民健康保険の被保険者のうち咋高速を占める老令者に対する福祉対策が,医療を
 含めて重要で南ることを示唆するものである。
 したがって,本論文は学位を授与するに値するものと認める。
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